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十八世紀半ば、清朝中国が最大版図を誇っ
たときに、中央アジア、シベリアの一部をも領土としたほか、ベトナム、朝鮮、モンゴル、琉球など多くの朝貢国を持っていた。しかし十九世紀、同政権の弱体化とともに、帝政ロシアとはネルチンスク イグン北京条約、英国とは南京、北京条約、日本とは下関条約など領土割愛の条約を相次いで結ばされた。一九四九年に成立した共産党中国は、 「不平等条約」で奪われた「古来の土地」を一つひとつ回復するという強い意識を持ち続けていたようで、近年経済発展を進め、並行して軍事力の増強を図ってくると、もはやその野望を隠すことはなくなった。中国は新しい領土秩序を目指す覇権主義国となり、周辺諸国と新たなトラブ
ルを起こしている。日本の尖閣諸島への領土主張もそうした動きの一つである。　
中国はまた近年、海洋進出にも目を向け
るようになった。アジアに覇を唱えるリジャナルパワーとしてだけでなく、最終的には、米国に拮抗するグローバルパワーとして君臨することを狙っている。そのためには、 東、南シナ海を“自国の内海”としなければならない。東シナ海で日本との対立、南シナ海でのフィリピン、ベトナム 争いは、海洋支配に向けた世界戦略の中の一里程としても位置付けられるだろう。その視点で見れば、中国の尖閣諸島への野望に対し日本は特別な警戒心を持って立ち向かわなければならない。軽視すれば、やがて中国が潜在的に領土主張している東シナ海上 南
西諸島全体さえ守り切れず、安全保障上大きな支障を来すからである。　
今年（二〇一二年）九月、中国は、日本
が尖閣諸島を国有化したことに対し、異常な反発を示したが、実はこれに先立つ春から夏にかけてはフィリピンと諍いを起こている。フィリピンルソン島西方沖 あるスカボロー礁
( 中国名＝黄岩島
) の領有をめ
ぐり、中国側は中国漁船を使って攻勢を強めてきたのだ。四月八日、フィリピ 海軍がこの周辺海域に停泊していた中国の漁船八隻を拿捕し を受け、 の監視船現場に急行し、フィリピン海軍と対峙する事態となった。中国はさら 、フィリピンに経済的な圧力をかけるため、中国人のフィリピン旅行を禁止したり から
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輸入したバナナの税関検疫を遅延させ、バナナを腐らせたりの嫌がらせに出た。現在は、周辺海域に中国軍艦が遊弋させ、スカボロー礁海域の完全支配をうかがっている。　
スカボロー 礁は浪間にかすかに出てい
る程度の「岩礁」であるため、本来は係争に値しない 領土 だが、国連海洋法条約による排他的経済水域（ＥＥＺ）設定の絡みで俄然注目されるようになった。フィリピンは一九八〇年以降、スカボロー礁を自国のＥＥＺ内の岩礁であると宣言したが、八三年に中国が南方諸島の地名の中にここを「島」として黄 島と命名領土と位置付けた。　
中国の漁船がしばしば入り込むことから
フィリピンがいらだちを募らせ、九七年には国会議員が軍艦でこの岩礁に上陸、旗と碑を建てて領有を強く主張。九八年には、中国海南島の漁船を拿捕し、五十一人の漁民を半年間抑留したことがあった フィリピン政府は九九年、 「南沙諸島はフィリピン領土」である旨の憲法改正を行い、二〇〇〇年には、同国海軍が領海侵犯した中華人民共和国の漁船船長を射殺する事件も起こている。しかし、その後も中 側の攻勢は止むことはな った。　
中比の係争では一九九〇年代にすでに前
例がある。コラソン・アキノ大統領（当時）は九一年に、自国の軍事力が不備であったにもかかわらず、冷戦の終結を受けて米との安保条約を破棄し、九二 米軍を完全撤退させてしまった。この軍事的な脆弱性を突いた形で、中国は透かさず、南シナ
海スプラトリー諸島（南沙諸島）パラワン島沖にあるミスチ フ岩礁
( 中国名＝美済
礁
) への攻勢に出た。同岩礁は、フィリピ
ンのＥＥＺ内として支配下に収めていたが、中国人 漁船員が当初“休憩地”とし 入り込み、一九九五年、フィリピン海軍が監視を怠っていたモンスーン時期に中国側がコンクリート建造物を造った。同建造物には、いつの間にか大型船舶が停泊できる突堤のほか、ヘリポートも造られた。対空、対艦砲も装備され、現在 五星紅旗をなびかせて軍人が居座っている。　
こうした苦い反省から、フィリピンは
九八年、米軍寄留協定を締結 再び米軍のプレゼンスを求めた。米国側は一時的に追い出されたというわだかまりがあるものの、南シナ海で中国の覇権行動がこれ以上強まることに危機感を持ち、フィリピ 支援の動きに出ている。米比合同の軍事演習を実施したほか、南シナ海での航空監視活動も続けている。フィリピン側も、かつて大規模な米海軍基地があったスービック湾で、再び米軍が使用できる基地の再建計画を進めるなど米国の要請に たえている。　
中国が南シナ海に触手を伸ばすのは、海
底油田・ガス田があるからだと見られる。中国の調査では、同海域で 原油埋蔵量は一三〇〇億バレルにも及ぶとされる。　
中国海洋石油公司は〇三年に、同海域東
部で推定埋蔵量四五七二立法メートルの天然ガス田を発見したとも発表している。さらにこの海域で魅力的なのは、天然ガスの主成分であるメタンガスが水の分子に取り
込まれて氷状物質となったメタンハイドレート、別名「 「燃える氷」が大量に海底土壌に眠っていることだ。現在、カナダが北極海周辺の永久凍土で、日本が本州沖で試掘している段階で、まだ採算ベースには至っていない。いずれ先進国の試掘で採算が確認されれば、中国も手を出してくるだろう。　
南シナ海の島嶼をめぐっては、中国とベト
ナムの争いの方がもっとすさ じく、すでに砲火を交えて るほどだ。両 が争っ いるのはパラセル諸島
( 中国名＝西沙諸島、ベト
ナム名＝ホアンサ諸島）とスプラ リー諸島（中国名＝南沙諸島、ベトナム名＝チュオンサ諸島）の島や岩礁群。パラセル諸島には最大一・八平方キロの広さ 島
( 中国名＝永興
島
) もあるが、いずれも長期の定住に適さな
い無人島だった。第二次大戦後、フランスのインドシナ半島撤退で一時、主のいない真空状態となったが、いつの間にか西半分を南ベトナム、東半分を中華人民共和国が占領し共有する形 。しかし、ベトナム 争末期で南ベトナムの弱体を見て取った中国は一九七四年に軍事力を使ってパラセル諸島のすべての諸島を支配下に置いた。八八年には、永興島の一部を埋め立て、二六〇〇メートルの滑走を持つ飛行場や埠頭を造り、軍事基地化させている。　
中国は一九八八年、スプラトリー諸島にも
軍事侵攻し、ベトナム軍を排除しつつ くつかの島を占領した。このとき、ベトナム軍の艦船三隻が被害を受け、ベトナム軍 かなりの数の死傷者が出ている 中国は一九九二年の領海法でスプラトリー諸島など 中国領
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と定め、のちに「三沙市」という行政単位の中に組み入れた。一方、ベトナム側も対抗上、 「チュオンサ県」と命名して、 上カインホア省に所属させた。　
さらに海洋権益の絡みでは、中国は
一九九二年、スプラトリー諸島南西のはずれにある浅瀬、ヴァンガード堆（中国名＝万安灘、ベトナム名＝トゥー ン堆） おける石油探査権をアメリカのクレストン・エナジー 社に与えると発表した。ヴァンガード堆はベトナムが自国のＥＥＺ内にある岩礁だと主張していたため、中国側の一方的な行動に不快感を募らせた。このため、ベトナム側もヴァンガード堆に石油鉱区を設定し、米企業に採掘権を付与する いう報復に出た。現在 、中越間は漁船の越境などをめぐり発砲事件を繰り返している。中国はフィリピン ベトナム、マレーシアと対立を続けるものの、スプラトリー諸島最大の島
( 中国名＝太平島
) を領有し続ける
中華民国台湾に 、一切 クレーム つけていない。中国は領土問題に関しては中台一体の立場に立っているからであろう。　
東シナ海に接続する黄海では、中国は韓
国と領土、領海紛争を起こしている。黄海上にある岩礁 ソコトラ岩
( 中国名＝蘇岩
礁、韓 名＝離於島）をめぐる争いだ。ソコトラ岩は干潮時にもそ 岩頂は海面下四・六メートルの海中にあり、岩が海面上に姿を現すことがない「暗礁」であり、国際的には「島」 認められていない。韓は、一九五二年に李承晩ラインを宣言した際、この暗礁を含む海域を自国領海とした。
八七年、この岩の上に灯台を設置し、さらに九五年から二〇〇一年にかけて海洋調査施設を建設した。これに対し、中国は一方的な建設を中止するよう抗議したが、韓国は二〇〇一年、 この暗礁を「離於島」と命名、済州特別自治道・西帰浦市に属すると主張している。　
国連海洋法条約に基づき、原則的に両国
のＥＥＺを海域の中間線で分けると れば、暗礁であるソコトラ岩は韓国側ＥＥＺ内にあり、韓国側が人工 建造物 造るのは自由だ。だが、中国は、東シナ海をめぐる日本とのＥＥＺ争いと同様に、海洋法条約でのもう一つの柱「ＥＥＺ大陸棚延長論」を主張し、中間線方式を認めていない 現在は漁業上 暫定経済水域を敷 ている過ぎないのだとし、ＥＥＺが正式に確定していない段階で、韓国側がソコトラ岩 勝手に建造物を建設したりすることはできないと反発して る。　
陸続きでは、中国とインドの領土紛争が
有名だ。両国の国境線は一九一四年、当時のチベット政府と英領インドとの間で取り決められたマクマホンラインがベースになっている。しかし、中 はこれまでマクマホンラインを帝国主義時代の「遺物」として一〇〇％認 る立場に立っておらず、これが原因で特にヒマラヤ山脈地域における両国国境は不確定な状態のままに置かれた。一九五〇年、チベットに侵攻してその地を版図に組み入れた中国は、そ 軍事的な勢いからヒマラヤ地域にも侵攻し、インド側に圧力をかけた。
　
このため、一九五九年に両国軍による武
力衝突が起き、六二年にはさらに大規模な衝突に発展した。時代はまさに東西冷戦の最中、六二年には米国とソ連 よるキューバ危機が起きており、世界の目がこの事態を注視しているのを奇貨として、中国軍はインド領内奥深くまで侵攻。両 軍はカシミール地域とその東部アクサイチン地区およびラダック・ザンスカール・バルティスタン地区、 ブータン王国の東側アルナーチャル・プラデシュ州で激しい戦闘を繰り広げた。中国側がもともと周到な準備 もとで仕掛けた戦いであり 各地で連 連勝 なったのは言うまでもない。　
中印の国境紛争は現在も続いている。中国
の駐印大使 〇六年、胡錦濤国家主席が訪印する直前にインドのテレビ番組に登場、 「アルナーチャル・プラデシュ州は中国領土だ」と発言した。同時に、中国軍は国境 帯での軍事力を増強し、インド側と小競り合いを始めた。インドは、 「中国側の領土的野心は変わっていない」として警戒心を高める同時に、国境軍事力を増強する対抗策を講じている。　
経済大国化した中国が大きな国内市場を
ちらつかせ、誘ったとしても、中国が覇権主義的行動を取り続けている限り 周辺国は警戒心を強め、反発するばかりだ。そ反発はやがて対中 対峙国の提携に向かわせることになる。日本が米国を巻き込んでベトナム、フィリピン、インドなどと軍事関係強化を模索しているのは、まさに中国包囲網構築への前段階の動きであろう。
（アジア問題ジャーナリスト
　
日暮高則）
